
1 

 

業務見直し工程表（スクラップロードマップ：令和５年～令和７年）策定方針 
 

１ 策定の背景・目的 

  全国的な少子高齢化や人口減少、それに伴う地域経済の縮小など、自治体を取り巻く環境は

厳しさを増しており、本市においても、多様化・複雑化する行政課題への対応や社会保障関係

経費をはじめとする義務的経費の増加などにより、財政構造の硬直化が進み機動的な財政運

営が難しくなっています。 

こうした状況の中、健全な行政経営を行うためには、時代に応じた行政サービスの最適化を

図ることが必要であり、平成２９年度から全庁的な取組として、実施事業等の課題整理や手法

の検討および関係者等への説明過程を「見える化」した業務見直し工程表（以下、「スクラップロ

ードマップ」という。）を策定しています。 

また、働き方改革の目指す姿と取組内容を示した働き方改革ロードマップ「Kusatsu 

Smart ProjectⅡ」では、ＰＬＡＮ１「職員の意識改革と多様で柔軟な働き方の実現」の具体的

な取組の一つとして、スクラップロードマップの推進を位置付けていることから、事業費の削減

につながるものにとどまらず、職員の負担軽減など働き方改革を推進するものについて、各所

属長を中心に見直しを検討いただきスクラップロードマップを提出いただきますようお願いし

ます。 

 

２ 対象期間  令和５年度から令和７年度までの３年間 

※ 策定にあたっては、令和５年度当初予算へ反映（予定）する事業を含め、令和４年度からの準

備行為を含めた工程表の策定を行うものです。 

 

３ 対象事業等 

以下の８つの基準のいずれかに該当する事業等 

① 費用対効果に見合わない、または、費用対効果が見えにくい事業等 

② 時代の潮流や流行に伴い開始したものの、見直しの時期を逸し、現在まで継続して 

いる事業等                   

③ 終期の設定がある事業等（サンセット）           

④ 対象者は限定されていないが、行政サービスの対象者が固定化されている事業等 

⑤ 行政サービスとして水準が高すぎると考えられる事業等 

⑥ 取組実績がない、または少ない事業等 

⑦ 市として取り組むのではなく、他の主体（ＮＰＯ等）により取り組んだ方が効果的であると 

考えられる事業等 

⑧ 他に類似の事業があり、それらの事業と統廃合で対応できると考えられる事業等 

※ 各施策評価との連動を図った見直しとなるよう留意し、これまでの評価結果により 

見直しを実施すべき事業等は積極的に提出してください。 

※ 対象事業等は各部局のマネジメントにより提案いただくものですが、別途、経営戦略課か

ら提案・調整する場合があります。 
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４ 提出資料 

  ① 様式３ 業務見直し工程表（スクラップロードマップ） 

※ 様式はデスクネッツの文書管理内「電子キャビネット→草津市→経営戦略課→スクラップ

ロードマップ→２０２2」にあります。 

※ 記載要領および記載例を参照の上、必要事項を入力してください。 

 

② その他関係資料（業務内容や事業開始の経緯、見直し内容がわかる資料等） 

※ 回答いただいた事業等は、「廃止、縮小、手法の見直し」の検討対象とするもので、 

提出をもって、廃止等を確約するものではございません。 

 

５ 提出方法・提出期限 

① 提出方法：様式３のファイル名を所属名に変更した上で、データで提出可能な関係資料と 

併せて、「草津市／♯庁内回答用／経営戦略課／スクラップロードマップ／提出 

先／新規」 に提出してください。 

※ 対象項目が複数ある所属は、一つのファイルに項目ごとのシートを作成してください。 

 

② 提出期限：   令和４年 ６月２１日（火）   

 

６ ヒアリングについて 

提出された「スクラップロードマップ」について、各所属にヒアリングを実施します。 

日程は、６月下旬～７月上旬を予定しています。（後日、調整させていただきます。） 

 

７ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年 ５月１９日（木）           各課照会 

６月２1日（火）           提出期限 

６月下旬 ～ ７月上旬    各課ヒアリング・審査 

７月中旬 ～ ７月下旬    総務部（財政課）、理事者協議 

            ７月２６日（火）          内示 

            ８月上旬 ～ ８月中旬    対象事業最終調整 

９月上旬              対象事業の決定 

１１月中旬                議会報告 

１２月上旬 ～             対象事業等の課題整理等 

 

８ 事業等の廃止や見直しに対する対応 

① 各部局の主体的なマネジメントにより、新たにスクラップロードマップを作成したもの 

については、「廃止・見直し」により削減された経費は枠配分からの減額は行いません。 
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② 人材育成制度では、業績評価と行動評価による評価を行っています。 

  行動評価では、職員に求められる行動である「実践事項（コンピテンシーモデル）」と連動 

  させた人事評価を実施します。経営層（部長、副部長）および課長級（所属長、施設長、 

参事）に限らず、すべての職階において評価項目に「改善・改革を推進する」を設定してい 

ることから行政経営および業務負担軽減の視点をもった見直しを積極的に検討してくだ 

さい。 

 

 

９ その他 

  ①財政運営計画および重点政策マネジメント事業の要求にあたり、新規・拡大事業を要求す

る場合は、必ず様式３を提出すること。 

②記載内容等で御不明な点があれば、経営戦略課までお問い合わせください。 

 

 

 

担 当 
経営戦略課（７階） 

土井、田中 

連絡先 
内線 ２２４４ 

外線 ５６１－６５４４ 


